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第2部

後期基本計画後期基本計画

　我が国の経済は、アベノミクス＊による企業活動の
回復や、デフレ脱却に向けた日本銀行の「マイナス金利
付き量的・質的金融緩和」の適用などを背景に、平成
24（2012）年11月を底に緩やかな回復基調が続いて
おり、平成25（2013）年度以降は、国内総生産（実質）
は、変動はあるものの、概ねプラス成長となっています。
一方で、雇用環境の改善と生産年齢人口の減少が相
まって、労働市場における人手不足が大きな課題と
なっています。
　また、女性の就業率は上昇傾向にありますが、非正規
雇用労働者の比率や給与の額、管理職割合などの男性
との差は依然として大きいことから、平成27（2015）年
8月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進
に関する法律（女性活躍推進法＊）」では、一定数以上の
労働者を常時雇用する事業主に、女性管理職比率や
仕事と家庭の両立支援などに関する数値目標を盛り
込んだ行動計画の策定と公表が義務付けられました。
　さらに、近年、労働者の年齢・性別にかかわらず、長
時間労働による様々な問題の発生や、子育て・介護など
と仕事を両立する人の増加を背景に、労働時間の削減
や多様な働き方へのニーズが急速に高まっています。

政府も、平成29（2017）年3月「働き方改革実行計画」
を決定し、生産性向上を含めた働き方改革＊に積極的
に取り組んでいます。
　松山市では、特に中小企業の人手確保が今後ますます
困難になることが予想されるため、地元事業者の認知
度向上や、求職者と企業のマッチング支援など、人手
確保の支援に取り組んでいます。また、就労の場におけ
る女性活躍の推進や、ワーク・ライフ・バランス（仕事
と生活の調和）の実現に向けた、労働環境の改善に関
する啓発にも取り組んでいます。

❺ 景気回復の中で人手不足や働き方改革への対応が求められています

　平成23（2011）年の東日本大震災発生以降も、平成
28（2016）年4月の熊本地震など、大規模な地震が
各地で発生しています。また、平成26（2014）年8月
の広島土砂災害や同年9月の御嶽山噴火、平成29
（2017）年7月の九州北部豪雨など、大規模な土砂災害
や火山災害等も頻発していることから、地震のみならず、
より広範な自然災害への対策の強化が必要とされて
います。
　こうした災害の激甚化や広域化を背景に、地域の防災
力向上に対する社会の要請が高まりを見せる一方で、
地域における防災意識の向上や担い手の確保が課題
となっており、行政のみならず、経済界や企業、地域、
住民一人ひとりが防災対策を「自分ごと」として捉える
ことで、自主的に災害に備えるとともに、相互のつながり
やネットワークを構築することが求められています。
　松山市では、地域防災力の向上のため、住民一人ひと

りへの防災意識の啓発や若年層の地域防災の担い手
確保に向けた取り組みの継続的な実施、自主防災組
織＊や消防団、企業、学校等のネットワークづくりなど
に取り組んでおり、防災・減災対策の更なる強化を進
めています。

❻ 地域全体で自然災害に備えることの重要性が高まっています

南海トラフを震源とする地震の
今後10，30，50年以内の発生確率

（算定基準日 平成30年１月１日）

領域または
地震名

長期評価で
予想した地震規模
（マグニチュード）

地震発生確率

10年以内

30％程度

30年以内

70％～80%

50年以内

南海トラフ M8～M9クラス
90%程度
もしくは
それ以上

※文部科学省 地震調査研究推進本部・地震調査委員会による

有効求人倍率

H23 H24 H25 H26 H27 H28（年）

松山公共職業安定所管内 全　国
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1．後期基本計画の構成1．後期基本計画の構成1．後期基本計画の構成

　「笑顔のまちづくり」プログラムは、『集まる』『育む』『守る』の３つの個別プログラムの集合

体であり、将来都市像の実現を先導するものとして、住民に幸せや誇り、愛着を感じてもらう

とともに、市外の人からも「行ってみたい」「住みたい」と思われる魅力あふれる松山市をつく

るため、重点的かつ戦略的な取り組みを進めるものです。

　『集まる』『育む』『守る』の３つの個別プログラムは、それぞれが２つの「重点プロジェクト」

で構成されています。

　「重点プロジェクト」には、先導的な役割を果たす取り組みを位置付けており、これらを横

断的に推進し、効果的に連携させることで、将来都市像の実現を目指します。

　基本構想に定める６つの「まちづくりの基本目標」の具体的な施策とその関係を体系的に

示し、前期基本計画期間の取り組みと今後の課題や施策のめざす姿、主な取り組みなどを

明らかにするものです。

将 来 都 市 像

人が集い 笑顔 広がる
　幸せ実感都市 まつやま
人が集い 笑顔 広がる
　幸せ実感都市 まつやま

「笑顔のまちづくり」プログラム

まちづくりの基本目標まちづくりの基本目標

集まる 育む 守る

1 笑顔が『集まる』プログラム
　「訪れるところ」と「住むところ」としての松山の魅力を発信し、更なるイメージの向上を図るとともに、
地域産業の成長につながる取り組みを推進することで、多くの笑顔が集まるまちを目指します。

　まちの特性を生かした魅力の発信に積極的に取り組むとともに、新たな都市基盤の構築を引き続き進めることで、まちのにぎ
わいづくりや、更なる魅力の向上を図り、多くの人に「行ってみたい」「住みたい」と思われる、「心ひかれるまち」をつくります。

1 松山への新しい人の流れをつくる「心ひかれるまちづくり」プロジェクト

　企業誘致や立地環境整備はもちろん、創業や企業の成長を加速する支援、人手不足等の解消などに取り組むとともに、成長
産業として期待される観光産業や農林水産業にさらに磨きをかけることで、「成長するまち」をつくり、誰もがやりがいをもって
働ける雇用環境を創出します。

2 元気な産業とやりがい十分な仕事がつくる「成長するまちづくり」プロジェクト

2 笑顔を『育む』プログラム
　将来のまちづくりを担う子どもと、子どもを育てる保護者を地域社会全体で支えるとともに、市民と
行政がともにまちづくりに取り組む機会の拡大をとおして、市民の笑顔を育みます。

　出会いから子育てまで切れ目なくサポートすることで、安心して出産・子育てができる環境を整えるとともに、子どもが生きる力
や人を思いやる心を身につけられる学校教育をとおして、「つながる未来を応援するまち」をつくります。

1 出会いから子どもの成長まで「つながる未来を応援するまちづくり」プロジェクト

　日々の暮らしの中で、松山の歴史や文化、風景、地域の多様性に触れる機会や、それらの地域資源を守り育てる活動をとおして、
次代を担う子どもや若者はもちろん、あらゆる世代の市民が愛着や誇りを感じ、「住み続けたい」と思えるまちをつくります。

2 わがまち松山への愛着と誇りの醸成による「住み続けたいまちづくり」プロジェクト

3 笑顔を『守る』プログラム
　行政と市民が一体となって安全で安心して暮らせる地域社会の構築に取り組むとともに、全ての世代の
こころとからだの健康増進を図ることで、市民の笑顔を守ります。

　地域全体で防災活動を推進するとともに、必要な医療や介護が不安なく受けられる環境や、地域でお互いに見守る仕組みの
構築などをとおして、誰もが「安心して暮らせるまち」を市民とともにつくります。

1 みんなで守り助け合う「安心して暮らせるまちづくり」プロジェクト

　健康づくり活動や相談・支援、生活習慣改善、介護予防を進めるとともに、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の向上を
支援する中で、多様な市民がお互いを尊重し合うことで自分らしく過ごせる、心身ともに「いきいきと暮らせるまち」をつくります。

2 誰もが健康で自分らしく「いきいきと暮らせるまちづくり」プロジェクト

2. 「笑顔のまちづくり」プログラム2. 「笑顔のまちづくり」プログラム2. 「笑顔のまちづくり」プログラム
❶ 「笑顔のまちづくり」プログラム

❷ まちづくりの基本目標 ❷ 「笑顔のまちづくり」プログラムの全体像

❶ 「笑顔のまちづくり」プログラムの構成
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